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■関連する主な事業 （単位：千円）

太字：主要事業

③ インターネット利活用事業
1,848 「緊急情報、防犯情報、イベント情報、お知らせ、気象警報」等、令和5年度は、

121件の「かめやま・安心めーる」を配信し、安全で安心なまちづくりに寄与する
ことができた。1,848

③ 広報紙発行費
9,841 市民が必要な情報を取得し、親しみを持って読んでもらえるよう、市からのお知

らせや特集、広報サポーターによる記事などを編集し、「広報かめやま」を計画
どおり月2回発行した。9,328

③ ホームページ情報発信事業
3,890 年間を通じてホームページの更新を行い、適時的確に情報発信し、年間

2,316,398件(前年比-607,350件)のページビュー数(閲覧数)を得ることができ
た。3,888

① 市民活動支援事業
635 市民活動なんでも相談所での相談対応、協働事業提案制度及び協働事業推

進補助金の申請対応等、市民活動への支援を行い、参画と協働によるまちづく
りの推進を図った。408

① 婦人団体育成費
890 会員の心身の健康づくりや会員相互の交流・親睦を図る「なでしこ健康フェス

ティバル」の実施や明るく住みよいまちづくりを推進するため、地域に根差したボ
ランティア活動に取り組んだ。800

② 市制施行２０周年記念事業
0 市勢要覧について、業務委託を締結し、作成の作業に着手した。市制施行20

周年記念事業については、計画可能な事業の調査を行ったほか、カウントダウ
ンスライドなどの企画・検討を行った。0

③ 行政情報番組提供事業
22,100 広報サポーターや学生アナウンサーを活用し、行政情報番組を制作した。コロ

ナ禍を経て再開された灯おどりや獅子舞とともにそれらの関係者の練習の姿や
インタビューを紹介する特集動画を制作した。21,763

施策
の方向

事業名
上段：予算額

実績・成果等
下段：決算額

① 市民活動応援事業
7,580 市民活動応援制度を運用することで、登録団体の活動を支援するとともに、地

域まちづくり協議会の事業の活性化に寄与することができた。7,463

目指す姿 多様な主体が、参画・協働してまちづくりに取り組み、交流により活発な活動を行っています。

関連する分野別計画

基本施策に関連する
ＳＤＧｓのゴール

ＳＤＧｓ推進の考察

協働によるまちづくりを進める上において、協働事業提案制度や市民活動応援制度により多様な主体と行政との
パートナーシップにより協働によるまちづくりの推進に努めている。キラリまちづくりトークや市長への手紙等を通じ
て、市政等に関する市民への説明や情報共有の機会を確保することができた。また伝わる広報活動として、広報
サポーターの活用等により、市民とのパートナーシップを推進することができた。

令和５年度 施策評価シート

施策の大綱 ５．市民力・地域力の活性化 評価担当者

基本施策 （２） 市民参画・交流活動の促進と協働の推進 市民文化部長　小林　恵太
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■市民アンケート調査

■施策推進　[施策の方向]
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施策の方向 施策推進に関する考察

市民活動の活性化と協働の推進

市民交流・地域間交流の促進

広報・広聴の充実

市民活動応援制度や協働事業提案制度を通じて、市民活動の活性化と協働の推進を図った。
今後、市民活動応援制度の検証結果を踏まえ課題解決に向けて検討を行う。

コロナ禍後活動が再開された各種イベントの開催支援を行い、市民交流の促進を図った。令和６
年度に奈良県御所市で実施する三市交流事業について、より市民参加を推進する開催手法に
ついて検討を行った。

各種媒体の活用や市民参画により伝わる広報を展開するほか、キラリまちづくりトーク等を通じて
広く意見を聴いた。今後も、市民参画や交流を促進する広報・広聴を進める。

今後の展開方針

市民活動応援制度については、更なるPRに努め登録団体の増加や有効な活用につなげるとともに、審査検証委員会の検証結果を踏まえ、
市民や地域まちづくり協議会に、よりメリットがある新たな付加価値等の検討を行う。一方で、ボランティア団体等の相談体制の充実や地域活
動の支援など、多様なパートナーシップの重層的な育成・展開に向けて、中間支援機能を見据えた市民協働センターの在り方について検討
を進める。また、市民や市民活動団体間、さらには自治体・地域間の交流の活性化のため、引き続き、市民活動応援制度の活用に加えイベ
ントや地域行事を通じて、地域・都市間での市民レベルの交流を生む機会の創出に努める。広報・広聴の充実については、「伝わる広報」を
引き続き推進するとともに、市民ニーズや各種媒体の利用実態を把握した上で、媒体ごとの特性を生かした活用方法を整理し、より効果的な
情報発信への移行を図っていく。また、幅広い世代の市民の意見を聴く機会の充実を図っていく。

総合評価
市民活動の活性化と協働の推進については、市民活動応援制度を運用することで市民活動団体の活動支援を行い、
登録団体は76団体から80団体に増加した。地域まちづくり協議会の実施する事業がコロナ禍前の状態に回復しつつあ
り、地域まちづくり協議会間で使用しない応援券の再配分も実施し、応援券の使用率は67.4％から86.6％と前年度よ
り19.2ポイント上昇した。また、審査検証委員会から10年間の検証結果が報告され、今後の方向性や応援券の市民
間流通をはじめとした複数の課題が示されたことから、課題解決に向け更なる検討を進める必要がある。また協働事業
提案制度については、次年度における提案事業（３団体３事業）の実施を決定するなど、行政との協働によるまちづくり
の推進につなげられたが、ボランティア活動全般は停滞傾向にあり、その活性化を図るための相談や支援に関する新
たな体制や仕組みが必要である。市民交流・地域間交流の促進については、市民活動応援制度の活用やコロナ禍か
ら徐々に活動が再開されたイベントや地域行事を通じて、市民や市民活動団体間等の交流が図られた。一方、広報・
広聴の充実については、広報紙に市民記者の記事やまちの出来事などを適時掲載するほか、市民や学生アナウン
サーが出演する行政情報番組を放送し、共感性の高いまちの魅力発信を行ったほか、市内外の幅広い世代の人がス
マートフォン等で情報入手できる環境を整えるため、市公式LINEを新たに導入したことなどにより、市政への市民参画の
促進につなげられるよう努めた。一方、キラリまちづくりトークの実施や市長への手紙等を通じて、広く市民の意見を聴く
機会を図ることができた。

Ｂ
まずまず進んだ

4 ボランティア活動が活発に行われている
重要度 0.69 0.74

満足度 ▲ 0.40 🔺 0.43

🔺 0.12

3
身近な地域住民同士の活動が活発に行わ
れている

重要度 0.67 0.80

市民アンケートの考察

1
行政情報を市民が入手しやすいしくみが
整っている

重要度 0.95 1.13

満足度 ▲ 0.27 🔺 0.25

各調査項目とも、概ね重要度及び満足度は
上昇している。広報、ホームページ、インター
ネットによる行政情報の発信力強化の影響も
大きく、コロナ禍からの各種イベントの復活や
地域活動の回復が市民意識に表れているも
のと推察される。一方、ボランティア活動に
関しては満足度が低下しており、各種ボラン
ティア団体の高齢化や人材の不足による活
動の停滞が考えられる。

満足度 ▲ 0.12 0.01

2 市政やまちづくりに市民が参加している
重要度 0.78 0.95
満足度 ▲ 0.22

項目
現状値
[R2]

１次
[R5]

２次
[R6]

市ホームページのページビュー数 件 2,646,047 Ｒ２ 2,923,748 2,316,398 2,780,000

80

協働事業提案制度の事業実施件数
（累計）

件 29 Ｒ３ 32 32

市民活動応援制度の登録団体数 団体 79 Ｒ３ 76 80

34

指標 現状値
実績値

目標値
単位 R4 R5 R6 R7


